
現況報告書様式（平成29年4月1日現在） 別紙１

１．法人基本情報

(1)都道府県区分 (2)市町村区分 (3)所轄庁区分 (4)法人番号 (5)法人区分 (6)活動状況

(7)法人の名称

(8)主たる事務所の住所

(9)主たる事務所の電話番号 (10)主たる事務所のＦＡＸ番号 (11)従たる事務所の有無

(12)従たる事務所の住所

(13)法人のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

(15)法人の設立認可年月日 (16)法人の設立登記年月日

２．当該会計年度の初日における評議員の状況

(1)評議員の定員 (2)評議員の現員 (3-6)評議員全員の報酬等の総額（円）

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

３．当該会計年度の初日における理事の状況

(1)理事の定員 (2)理事の現員 (3-12)理事全員の報酬等の総額（円）

～

～

～

～

～

～

～

４．当該会計年度の初日における監事の状況

(1)監事の定員 (2)監事の現員 (3-6)監事全員の報酬等の総額（円）

～

～

５．前会計年度・当会計年度における会計監査人の状況

６．当該会計年度の初日における職員の状況

(1)法人本部職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

(2)施設・事業所職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

７．前会計年度の評議員会の状況

社会福祉法人　とやま虹の会

富山県 富山市 水橋新堀1

076-479-2082 076-479-2078 2 無

16 富山県 201 富山市 16201 8230005000361 01 一般法人 01 運営中

高柳　賢司 H29.4.1 平成３２年度会計に関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 1 有 4

ＮＰＯ法人理事

神田　久徳 H29.4.1 平成３２年度会計に関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 3

無職

大橋　国昭 H29.4.1 平成３２年度会計に関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 3

無職

(3-1)評議員の氏名 (3-3)評議員の任期 (3-4)評議員の所

轄庁からの再就職

状況

(3-5）他の社会福祉法人の評

議員・役員・職員との兼務状況

(3-7)前会計年度における評

議員会への出席回数
(3-2)評議員の職業

http://www.nijinokai.net/ (14)法人のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ niji-niji@bz01.plala.or.jp

平成4年8月20日 平成4年8月21日

８名以上１０名以内 10 200,000

北東　俊夫 H29.4.1 平成３２年度会計に関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 0

無職

福田　二三夫 H29.4.1 平成３２年度会計に関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 1

会社員

直江　利紀 H29.4.1 平成３２年度会計に関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 4

会社役員

地橋　保男 H29.4.1 平成３２年度会計に関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 4

無職

高嶋　峰子 H29.4.1 平成３２年度会計に関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 0

富山協立病院勤務

山本　美和 H29.4.1 平成３２年度会計に関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 3

富山協立病院院長

山岡　啓太郎 H29.4.1 平成３２年度会計に関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 0

無職

2 無

H29.4.1 平成３０年度会計に関する定時評議員会の終結のときまで 1 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 2 無 2 理事報酬のみ支給 14
池田　克己

2 業務執行理事（常務理事等含む。） 1 常勤 平成29年4月1日 社会福祉法人　とやま虹の会　専務理事

(3-7)理事の

所轄庁からの

再就職状況

(3-8)理事の任期 (3-9)理事要件の区分別該当状況

(3-10)各理

事と親族等特

殊関係にある

者の有無

(3-11)理事報酬等の支給形態

(3-13)前会

計年度におけ

る理事会への

出席回数

６名以上８名以内 7 10,868,000 2 特例無

(3-1)理事の氏名

(3-2)理事の役職
(3-3)理事長への就任

年月日

(3-4)理事の

常勤・非常勤

(3-5)理事選任の評議

員会議決年月日
(3-6)理事の職業

2 無

H29.4.1 平成３０年度会計に関する定時評議員会の終結のときまで 3 施設の管理者 2 無 3 職員給与のみ支給 14
加藤　まゆみ

3 その他理事 2 非常勤 平成29年4月1日 社会福祉法人　とやま虹の会　職員

2 無

H29.4.1 平成３０年度会計に関する定時評議員会の終結のときまで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 2 理事報酬のみ支給 14
大村　歌子

3 その他理事 2 非常勤 平成29年4月1日 無職

2 無

H29.4.1 平成３０年度会計に関する定時評議員会の終結のときまで 1 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 2 無 2 理事報酬のみ支給 14
大野　孝明

1 理事長（会長等含む。） 平成29年4月1日 1 常勤 平成29年4月1日 社会福祉法人　とやま虹の会　理事長

2 無

H29.4.1 平成３０年度会計に関する定時評議員会の終結のときまで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 2 理事報酬のみ支給 0
宮越　幸子

3 その他理事 2 非常勤 平成29年4月1日 富山協立病院　勤務

2 無

H29.4.1 平成３０年度会計に関する定時評議員会の終結のときまで 3 施設の管理者 2 無 3 職員給与のみ支給 13
松尾　守

3 その他理事 2 非常勤 平成29年4月1日 社会福祉法人　とやま虹の会　職員

2 無

H29.4.1 平成３０年度会計に関する定時評議員会の終結のときまで 3 施設の管理者 2 無 3 職員給与のみ支給 14
寺西　高子

3 その他理事 2 非常勤 平成29年4月1日 社会福祉法人　とやま虹の会　職員

(3-3)監事選任の評議

員会議決年月日

(3-4)監事の任期 (3-5)監事要件の区分別該当状況

(3-7)前会計年度にお

ける理事会への出席回

数

北　正幸
税理士 2 無 平成29年4月1日

H29.4.1 平成３０年度会計に関する定時評議員会の終結の時まで

３名以内 2 144,000

(3-1)監事の氏名

(3-2)①監事の職業 (3-2)②監事の所轄庁からの再就職状況

5 財務管理に識見を有する者（税理士） 0

中田　義宏
無職 2 無 平成29年4月1日

H29.4.1 平成３０年度会計に関する定時評議員会の終結の時まで 3 社会福祉事業に識見を有する者（その他） 12

(1-1)前会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）

(1-2)前会計年度

の会計監査人の監

査報酬額（円）

(1-3)前年度

決算にかかる

定時評議員

会への出席の

有無

(2-1)当会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）

(2-2)当会計年度

の会計監査人の監

査報酬額（円）

238 168 70

168.0 25.5

5 0 0



現況報告書様式（平成29年4月1日現在） 別紙１

(4)うち開催を省略した回数

８．前会計年度の理事会の状況

平成28年12月13日 18 2 0
上半期事業活動総括、下半期課題・方針、上半期決算、会計監査報告について承認された　/　社会福祉法人改革、今後のスケジュール、定款の変更について承

認された

平成28年7月29日 16 2 0 第13期理事・監事の選任について　/　第13期の理事・監事の推薦名簿が提案され全会一致で承認された

(1)評議員会ごとの評議

員会開催年月日

(2)評議員会ごとの評議員・理事・監事・

会計監査人別の出席者数 (3)評議員会ごとの決議事項

評議員 理事 監事 会計監査人

平成29年3月21日 17 2 0
2017年度事業活動方針案、2017年度予算について全会一致で承認された　/　法人事業の見直しについて提案（①しらいわ苑併設ショートステイの廃止②しらい

わ苑従来型特養のユニット化③新規事業の検討④介護予防・日常生活支援装具尾事業の実施）通り承認された

平成29年1月24日 14 2 0
社会福祉法人　とやま虹の会定款の変更について全会一致で承認された　/　評議員選任・解任委員会運営規則（案）について指摘事項を修正のうえ全会一致で

承認された　/　社会福祉法人改革、今後のスケジュールについて承認された　/　監事の欠員補充について北正幸税理士とすることに全会一致で承認された

平成28年8月21日 10 2

理事による理事長の互選について審議の結果全会一致でこれを承認・可決した　/　理事による専務理事の互選について審議の結果全会一致でこれを可決した　/　理事長の職

務の犀利についての提案があり全会一致でこれを承認・可決した　/　相談役の提案について全会一致で承認された　/　退任役員慰労金支給について提案通り全会一致で承

認された　/　富山市地域包括支援センター委託法人公募についてこれまでに引き続き委託を受ける為応募することの提案に全会一致で承認された　/　コミュニケーションロボット

を使った、よくする介護の実践について質疑の後提案通り、全会一致でロボットを使った実証研究の実施と補助金によるロボットの購入について承認された

平成28年9月16日 10 2 理事長の役員報酬について全会一致で承認された　/　レインボーデイケアの床の張替え工事について承認された

平成28年7月15日 11 2
第13期理事・監事・評議員の推薦名簿について了承された　/　第13期評議員の同意について評議員23名の提案について全会一致で承認された　/　退任される理事・監事・

評議員についての報告

平成28年8月17日 10 2 協議事項は特になく、経営状況の説明と報告がなされた

平成28年5月27日 10 2
2015年度事業活動報告、2016年度事業活動方針（案）2015年度決算、監事監査報告について承認された　/　2016年予算の修正について承認された　/　役員等選

考委員会の設置について承認された

平成28年6月17日 11 1 労働組合夏季賞与の要求と回答についての提案及び賞与資金の借入についての提案が承認された　/　レインボーの目隠しフェンスの設置について提案の通り承認された

平成28年4月15日 10 2 2016年度役員報酬について承認された　/　運転資金の借入について全会一致で承認された　/　2016春闘の賃金要求の妥結について承認された

平成28年5月16日 10 1 2015年度決算について了承され、評議員会に提案することが確認された　/　しらいわ苑建設積立金、修繕積立金の取崩について提案の通り承認された

0

(1)理事会ごとの理事会

開催年月日

(2)理事会ごとの理事・監事

別の出席者数 (3)理事会ごとの決議事項

理事 監事

平成28年12月16日 10 2
上半期事業総括、下半期課題・方針について承認された　/　上半期決算、会計監査報告について承認された　/　社会福祉法人改革に伴う定款の変更等と今後のスケジュー

ルについて承認された　/　育児・介護休業法の改正に伴う就業規則の改定、育児・介護休業等に関する規定、ハラスメント防止規程の改定について承認された

平成28年10月21日 10 2 労働組合秋闘要求について経営改善方針と回答の基本方針について承認された　/　防犯システムの設置について詳細内容は常務理事に一任し導入することが承認された

平成29年11月18日 11 1
上半期の利用状況・決算概要と下半期の課題・方針について承認された　/　労働組合秋闘要求に対する回答と妥結について承認された　/　賞与資金の借入について提案の

通り承認された



現況報告書様式（平成29年4月1日現在） 別紙１

(4)うち開催を省略した回数

９．前会計年度の監事監査の状況

(1)監事監査を実施した監事の氏名

(2)監査報告により求められた改善すべき事項

(3)監査報告により求められた改善すべき

　　　事項に対する対応

１０．前会計年度の会計監査の状況

(1)会計監査人による会計監査報告における意見の区分

(2)会計監査人による監査報告書

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(1)社会福祉事業の実施状況

平成29年2月17日 11 1

評議員・課委任委員会の委員の選任、召集について提案の通り承認された　/　第14期評議員候補者推薦名簿について提案の通り承認された　/　社会福祉法人改革、今後

のスケジュールについて承認された　/　事業の見直しについて提案の通り承認された　/　平成25年4月1日施行の無期雇用契約に関する法律改正に伴い改定を行うことが提案

され、定年退職規程、無期労働契約転換制度の新設に伴いパートタイマー就業規則の改定について提案の通り承認された　/　労働組合2017春闘の要求と解答について承認

された

平成29年3月23日 10 0

2017年度事業活動方針案、2017年度予算案について提案の通り承認された　/　設備資金借入金の借り換えと設備資金、運転資金の借入について提案の鳥承認された　/

法人の事業の見直しについて①しらいわ苑併設ショートステイを廃止し、空床利用ショートステイへの転換②しらいわ苑従来型特養20床のユニット化③新規事業の検討について

④介護予防・日常生活支援総合事業の実施についての提案がなされ承認された　/　労働組合春闘要求に対する回答について承認された

平成28年12月16日 10 2
上半期事業総括、下半期課題・方針について承認された　/　上半期決算、会計監査報告について承認された　/　社会福祉法人改革に伴う定款の変更等と今後のスケジュー

ルについて承認された　/　育児・介護休業法の改正に伴う就業規則の改定、育児・介護休業等に関する規定、ハラスメント防止規程の改定について承認された

平成29年1月27日 9 1

評議員選任・課委任委員会運営細則（案）について全会一致で承認された　/　社会福祉法人改革に伴う今後のスケジュールについて承認された　/　監事の欠員補充につい

て同意を得て2月1日委嘱する、尚任期に関し確認された　/　法人事業の見直しについてしらいわ苑ショートステイの見直しやしらいわ苑入所従来型（20床）のユニット化への転

換、新規事業としての小規模多機能居宅介護を検討すること、また介護予防・日常生活支援総合事業の実施などが承認された

経営改善のため職員の確保と安定に取り組み、生きがいとやりがいの持てる職場づくりに勤めてほしい

0

中田　義宏　　　北　正幸

当年度の事業総括とともに来年度の事業計画におい各部署で実行すべきことを検討していく

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型コー

ド分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

平成9年4月1日 20 6,440

ア建設費 平成9年4月30日 0 692,423,224 380,000,000 1,072,423,224 5,170.540
001 しらいわ苑

01030201 特別養護老人ホーム（地域密着型） 特別養護老人ホームしらいわ苑

富山県 富山市 富山県富山市水橋新堀17番地1 3 自己所有 3 自己所有

ウ　延べ床面積

イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）
（イ）修繕費合計額（円）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円）

イ大規模修繕

3 自己所有 平成9年7月1日 20 5,277

ア建設費 平成9年4月30日 0
001 しらいわ苑

02120401 老人短期入所事業（短期入所生活介護） しらいわ苑ショートステイ

富山県 富山市 富山県富山市水橋新堀17番地1 3 自己所有

イ大規模修繕

001 しらいわ苑

02120101 老人居宅介護等事業（訪問介護） しらいわ苑ホームヘルパーセンター

富山県 富山市 富山県富山市水橋新堀17番地1 3 自己所有

イ大規模修繕

平成9年5月1日 0 10,651

ア建設費 平成9年4月30日 0 45.000
001 しらいわ苑

02120201 老人デイサービス事業（通所介護） しらいわ苑デイサービスセンター

富山県 富山市 富山県富山市水橋新堀17番地1 3 自己所有 3 自己所有

平成18年4月1日 25 14,061

ア建設費 平成17年3月31日 42,250,766 7,500,000 20,000,000 69,750,766 278.400
001 しらいわ苑

02120202 老人デイサービスセンター（通所介護） デイサービスかけはし

富山県 富山市 水橋中村町2番地2 1 行政からの賃借等 3 自己所有

イ大規模修繕

3 自己所有 平成12年4月1日 0 7,306

ア建設費 平成9年4月30日 0

イ大規模修繕

2 民間からの賃借等 平成15年8月1日 10 2,361

ア建設費 0
001 しらいわ苑

02120202 老人デイサービスセンター（通所介護） デイサービスかけはしサテライトやすらぎの郷

富山県 富山市 水橋市エ260番地 2 民間からの賃借等

イ大規模修繕

001 しらいわ苑

06260301 （公益）居宅介護支援事業 水橋介護保険相談所

富山県 富山市 3 自己所有

イ大規模修繕

平成27年8月1日 80 27,089

ア建設費 平成27年8月1日 59,580,000 53,760,000 720,000,000 833,340,000 2,541.680
002

しらいわ苑こ

もれび

01030202 特別養護老人ホーム（介護福祉サービス） 特別養護老人ホームしらいわ苑こもれび

富山県 富山市 水橋新堀13番地1 3 自己所有 3 自己所有

平成24年4月1日 0 1,488

ア建設費 0
001 しらいわ苑

06260301 （公益）居宅介護支援事業 生活サポートセンターかけはし

富山県 富山市 水橋中村町2番地2 1 行政からの賃借等 3 自己所有

イ大規模修繕

3 自己所有 平成12年11月1日 0 2,120

ア建設費 平成12年11月1日 0

イ大規模修繕

3 自己所有 平成5年7月1日 0 0

ア建設費 0
001 しらいわ苑

00000001 本部経理区分 法人本部

富山県 富山市 富山県富山市水橋新堀17番地1 3 自己所有

イ大規模修繕

003 レインボー

06270101 （公益）介護老人保健施設 介護老人保健施設レインボー

富山県 富山市 水橋新堀1番地 3 自己所有

イ大規模修繕

平成18年4月1日 0 0

ア建設費 0
001 しらいわ苑

06321401 （公益）その他所轄庁が認めた事業 高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業

富山県 富山市 水橋中村町2番地2 1 行政からの賃借等 1 行政からの賃借等

平成5年7月1日 35 7,951

ア建設費 平成5年7月1日 0
003 レインボー

06260107 （公益）居宅サービス事業（通所リハ） 介護老人保健施設レインボーデイケア

富山県 富山市 水橋新堀1番地 3 自己所有 3 自己所有

3,773.130

イ大規模修繕

3 自己所有 平成5年7月1日 100 29,665

ア建設費 平成5年7月1日 0 62,000,000 707,000,000 769,000,000



現況報告書様式（平成29年4月1日現在） 別紙１

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(2)公益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(3)収益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(4)備考

11-2．うち地域における公益的な取組（地域公益事業含む）（再掲）

１２．社会福祉充実残額及び社会福祉充実計画の策定の状況 （社会福祉充実残額算定シートを作成するまで編集することはできません） 

（1）社会福祉充実残額の総額（円）

（2）社会福祉充実計画における計画額（計画期間中の総額）

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（3）社会福祉充実残額の前年度の投資実績額

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（4）社会福祉充実計画の実施期間 ～

１３．透明性の確保に向けた取組状況

(1)積極的な情報公表への取組

　①任意事項の公表の有無

　　㋐事業報告

　　㋑財産目録

　　㋒事業計画書

　　㋓第三者評価結果

　　㋔苦情処理結果

　　㋕監事監査結果

　　㋖附属明細書

(2)前会計年度の報酬・補助金等の公費の状況

　①事業運営に係る公費（円）

　➁施設・設備に係る公費（円）

　③国庫補助金等特別積立金取崩累計額（円）

(3)福祉サービスの第三者評価の受審施設・事業所について

１４．ガバナンスの強化・財務規律の確立に向けた取組状況

(1)会計監査人非設置法人における会計に関する専門家の活用状況

　①実施者の区分

　➁実施者の氏名（法人の場合は法人名）

　③業務内容

　④費用［年額］（円）

(2)法人所轄庁からの報告徴収・検査への対応状況

　①所轄庁から求められた改善事項

　➁実施した改善内容

１５．その他

退職手当制度の加入状況等（複数回答可）

① 社会福祉施設職員等退職手当共済制度（(独)福祉医療機構）に加入

003 レインボー

イ大規模修繕

3 自己所有 平成18年4月1日 0 821

ア建設費 0
003 レインボー

06260401 （公益）介護予防支援事業 水橋南地域包括支援センター

富山県 富山市 水橋新堀1番地 3 自己所有

イ大規模修繕

（イ）修繕費合計額（円）イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型コー

ド分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型コー

ド分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

（イ）修繕費合計額（円）イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

介護老人保健施設
法人減免制度 介護老人保健施設レインボー入所

規程により対象利用者の利用料の1割を減免する

①取組類型コード分類

➁取組の名称 ③取組の実施場所(区域)

④取組内容

-1,271,660,000

0

0

0

0

0

2 無

570,000

3,047,702

624,070,940

施設名 直近の受審年度

1 有

1 有

1 有

3 該当なし

2 無

2 無

0

0

0

1 有



現況報告書様式（平成29年4月1日現在） 別紙１

② 中小企業退職金共済制度（(独)勤労者退職金共済機構）に加入

③ 特定退職金共済制度（商工会議所）に加入

④ 都道府県社会福祉協議会や都道府県民間社会福祉事業職員共済会等が行う民間の社会福祉事業･施設の職員を対象とした退職手当制度に加入

⑤ その他の退職手当制度に加入（具体的に：●●●　　）

⑥ 法人独自で退職手当制度を整備

⑦ 退職手当制度には加入せず、退職給付引当金の積立も行っていない

1 有

2 無

2 無

2 無

2 無



第⼀号第⼀様式（第⼗七条第四項関係）

（単位︓円）
予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考

介護保険事業収⼊ 1,287,102,829 -1,287,102,829
障害福祉サービス等事業収⼊ 2,305,856 -2,305,856
借⼊⾦利息補助⾦収⼊ 570,000 -570,000
経常経費寄附⾦収⼊ 2,276,711 -2,276,711
受取利息配当⾦収⼊ 57,813 -57,813
その他の収⼊ 7,467,188 -7,467,188
流動資産評価益等による資⾦増加額 0 0
事業活動収⼊計（１） 0 1,299,780,397 -1,299,780,397
⼈件費⽀出 980,702,084 -980,702,084
事業費⽀出 133,461,631 -133,461,631
事務費⽀出 183,895,227 -183,895,227
利⽤者負担軽減額 1,427,051 -1,427,051
⽀払利息⽀出 9,863,490 -9,863,490
その他の⽀出 0 0
流動資産評価損等による資⾦減少額 0 0
事業活動⽀出計（２） 0 1,309,349,483 -1,309,349,483

事業活動資⾦収⽀差額（３）＝（１）－（２） 0 -9,569,086 9,569,086
施設整備等補助⾦収⼊ 2,386,000 -2,386,000
施設整備等寄附⾦収⼊ 80,000,000 -80,000,000
設備資⾦借⼊⾦収⼊ 30,000,000 -30,000,000
固定資産売却収⼊ 0 0
その他の施設整備等による収⼊ 0 0
施設整備等収⼊計（４） 0 112,386,000 -112,386,000
設備資⾦借⼊⾦元⾦償還⽀出 59,463,000 -59,463,000
固定資産取得⽀出 5,494,096 -5,494,096
固定資産除却・廃棄⽀出 0 0
ファイナンス・リース債務の返済⽀出 3,941,712 -3,941,712
その他の施設整備等による⽀出 0 0
施設整備等⽀出計（５） 0 68,898,808 -68,898,808

施設整備等資⾦収⽀差額（６）＝（４）－（５） 0 43,487,192 -43,487,192
⻑期運営資⾦借⼊⾦元⾦償還寄附⾦収⼊ 0 0
⻑期運営資⾦借⼊⾦収⼊ 50,000,000 -50,000,000
⻑期貸付⾦回収収⼊ 0 0
投資有価証券売却収⼊ 0 0
積⽴資産取崩収⼊ 47,000,000 -47,000,000
その他の活動による収⼊ 1,000,000 -1,000,000
その他の活動収⼊計（７） 0 98,000,000 -98,000,000
⻑期運営資⾦借⼊⾦元⾦償還⽀出 17,200,000 -17,200,000
⻑期貸付⾦⽀出 0 0
投資有価証券取得⽀出 0 0
積⽴資産⽀出 20,000,000 -20,000,000
その他の活動による⽀出 0 0

その他の活動⽀出計（８） 0 37,200,000 -37,200,000
その他の活動資⾦収⽀差額（９）＝（７）－（８） 0 60,800,000 -60,800,000

予備費⽀出（１０） 0

当期資⾦収⽀差額合計（１１）＝（３）＋（６）＋（９）－（１０） 0 94,718,106 -94,718,106
前期末⽀払資⾦残⾼（１２） 106,507,689 -106,507,689
当期末⽀払資⾦残⾼（１１）＋（１２） 0 201,225,795 -201,225,795

資⾦収⽀計算書

（⾃）平成28年4⽉1⽇  （⾄）平成29年3⽉31⽇
勘定科⽬

事
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出



第⼆号第⼀様式（第⼆⼗三条第四項関係）

（単位︓円）
当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

介護保険事業収益 1,287,102,829 1,287,102,829
障害福祉サービス等事業収益 2,305,856 2,305,856
経常経費寄附⾦収益 2,276,711 2,276,711
その他の収益 0 0
サービス活動収益計（１） 1,291,685,396 0 1,291,685,396
⼈件費 958,531,117 958,531,117
事業費 133,461,631 133,461,631
事務費 183,895,227 183,895,227
利⽤者負担軽減額 1,427,051 1,427,051
減価償却費 108,956,212 108,956,212
国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩額 -22,719,450 -22,719,450
徴収不能額 0 0
徴収不能引当⾦繰⼊ 0 0
その他の費⽤ 0 0
サービス活動費⽤計（２） 1,363,551,788 0 1,363,551,788

サービス活動増減差額（３）＝（１）－（２） -71,866,392 0 -71,866,392
借⼊⾦利息補助⾦収益 570,000 570,000
受取利息配当⾦収益 57,813 57,813
有価証券評価益 0 0
有価証券売却益 0 0
投資有価証券評価益 0 0
投資有価証券売却益 0 0
その他のサービス活動外収益 7,467,188 7,467,188
サービス活動外収益計（４） 8,095,001 0 8,095,001
⽀払利息 9,863,490 9,863,490
有価証券評価損 0 0
有価証券売却損 0 0
投資有価証券評価損 0 0
投資有価証券売却損 0 0
その他のサービス活動外費⽤ 0 0
サービス活動外費⽤計（５） 9,863,490 0 9,863,490

サービス活動外増減差額（６）＝（４）－（５） -1,768,489 0 -1,768,489
経常増減差額（７）＝（３）＋（６） -73,634,881 0 -73,634,881

施設整備等補助⾦収益 2,386,000 2,386,000
施設整備等寄附⾦収益 0 0
⻑期運営資⾦借⼊⾦元⾦償還寄附⾦収益 0 0
固定資産受贈額 0 0
固定資産売却益 0 0
その他の特別収益 1,000,000 1,000,000
特別収益計（８） 3,386,000 0 3,386,000
基本⾦組⼊額 0 0
資産評価損 0 0
固定資産売却損・処分損 69,514 69,514
国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩額（除却等） 0 0
国庫補助⾦等特別積⽴⾦積⽴額 1,652,141 1,652,141
災害損失 0 0
その他の特別損失 0 0
特別費⽤計（９） 1,721,655 0 1,721,655

特別増減差額（１０）＝（８）－（９） 1,664,345 0 1,664,345
当期活動増減差額（１１）＝（７）＋（１０） -71,970,536 0 -71,970,536

前期繰越活動増減差額（１２） 307,596,406 307,596,406
当期末繰越活動増減差額（１３）＝（１１）＋（１２） 235,625,870 0 235,625,870
基本⾦取崩額（１４） 0 0
その他の積⽴⾦取崩額（１５） 47,000,000 47,000,000
その他の積⽴⾦積⽴額（１６） 20,000,000 20,000,000
次期繰越活動増減差額（１７）＝（１３）＋（１４）＋（１５）－（１６） 262,625,870 0 262,625,870

事業活動計算書

（⾃）平成28年4⽉1⽇  （⾄）平成29年3⽉31⽇
勘定科⽬
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収
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⽤



第三号第⼀様式（第⼆⼗七条第四項関係）

（単位︓円）

当年度末 前年度末 増減 当年度末 前年度末 増減
流動資産 281,396,605 0 281,396,605 流動負債 161,442,522 0 161,442,522
　現⾦預⾦ 67,368,503 67,368,503 　短期運営資⾦借⼊⾦ 52,000,000 52,000,000
　有価証券 0 　事業未払⾦ 19,792,260 19,792,260
　事業未収⾦ 211,203,012 211,203,012 　その他の未払⾦ 0
　未収⾦ 2,005,012 2,005,012 　⽀払⼿形 0
　未収補助⾦ 0 　役員等短期借⼊⾦ 0
　未収収益 0 　１年以内返済予定設備資⾦借⼊⾦ 39,090,000 39,090,000
　受取⼿形 0 　１年以内返済予定⻑期運営資⾦借⼊⾦ 18,240,000 18,240,000
　貯蔵品 0 　１年以内返済予定リース債務 3,941,712 3,941,712
　医薬品 0 　１年以内返済予定役員等⻑期借⼊⾦ 0
　診療・療養費等材料 0 　１年以内⽀払予定⻑期未払⾦ 0
　給⾷⽤材料 0 　未払費⽤ 0
　商品・製品 0 　預り⾦ 4,596,672 4,596,672
　仕掛品 0 　職員預り⾦ 3,781,878 3,781,878
　原材料 0 　前受⾦ 0
　⽴替⾦ 46,078 46,078 　前受収益 0
　前払⾦ 0 　仮受⾦ 0
　前払費⽤ 774,000 774,000 　賞与引当⾦ 20,000,000 20,000,000
　１年以内回収予定⻑期貸付⾦ 0 　その他の流動負債 0
　短期貸付⾦ 0
　仮払⾦ 0
　その他の流動資産 0
　徴収不能引当⾦ 0
固定資産 1,956,690,158 0 1,956,690,158 固定負債 1,002,738,602 0 1,002,738,602
基本財産 1,787,090,896 0 1,787,090,896 　設備資⾦借⼊⾦ 845,780,000 845,780,000
　⼟地 122,293,453 122,293,453 　⻑期運営資⾦借⼊⾦ 65,560,000 65,560,000
　建物 1,664,797,443 1,664,797,443 　リース債務 12,008,664 12,008,664
　定期預⾦ 0 　役員等⻑期借⼊⾦ 0
　投資有価証券 0 　退職給付引当⾦ 79,389,938 79,389,938
その他の固定資産 169,599,262 0 169,599,262 　⻑期未払⾦ 0
　⼟地 9,060,155 9,060,155 　⻑期預り⾦ 0
　建物 45,133,345 45,133,345 　その他の固定負債 0
　構築物 30,273,470 30,273,470 負債の部合計 1,164,181,124 0 1,164,181,124
　機械及び装置 7,179,320 7,179,320
　⾞輌運搬具 3 3 基本⾦ 301,466,593 301,466,593
　器具及び備品 37,177,816 37,177,816 国庫補助⾦等特別積⽴⾦ 489,813,176 489,813,176
　建設仮勘定 0 その他の積⽴⾦ 20,000,000 0 20,000,000
　有形リース資産 15,943,129 15,943,129 　その他積⽴⾦ 0
　権利 3,568,544 3,568,544 　修繕積⽴⾦ 0
　ソフトウェア 843,480 843,480 　建設積⽴⾦ 20,000,000 20,000,000
　無形リース資産 0 次期繰越活動増減差額 262,625,870 262,625,870
　投資有価証券 420,000 420,000 （うち当期活動増減差額） -71,970,536 -71,970,536
　⻑期貸付⾦ 0
　退職給付引当資産 0
　⻑期預り⾦積⽴資産 0
　その他の積⽴資産 20,000,000 20,000,000
　差⼊保証⾦ 0
　⻑期前払費⽤ 0
　その他の固定資産 0 純資産の部合計 1,073,905,639 0 1,073,905,639
資産の部合計 2,238,086,763 0 2,238,086,763 負債及び純資産の部合計 2,238,086,763 0 2,238,086,763

法⼈単位貸借対照表

平成29年3⽉31⽇現在
資産の部 負債の部

純資産の部



 
社会福祉法人とやま虹の会 役員等報酬規程 

 

(目的)  

第１条 この規程は、社会福祉法人とやま虹の会(以下「当法人」という。)定款第九条及び第二四条の

規定に基づき、役員（理事及び監事）及び評議員（以下「役員等」とする）の報酬等について定める

ものとする。 

 

(報酬等の支給) 

第２条 役員等には、勤務形態に応じて、次の通り報酬等を支給する。 

(1) 常勤役員等については、報酬、賞与及び退職金を支給する。 

(2) 非常勤役員等については、業務に応じた報酬を支給することとし、賞与及び退職手当は支給しな

い。 

２ 常勤役員等に対する退職手当は、役員等として円満に任期を満了、または辞任、死亡により退任し

たものに支給するものとし、死亡により退任した者については、その遺族に支払うものとする。 

 

(常勤役員等の報酬等の算定方法) 

第３条 常勤役員等に対する報酬等の額は、次の号による報酬等の区分に応じて定めるものとする。 

(1) 報酬については、別表第 1に定める額 

(2) 賞与については、別表第２に定める額 

(3) 退職手当については、退職金規程により算定される額 

(4) 通勤手当については、通勤手当支給規程により算定される額 

 

(非常勤役員等の報酬等の算定方法) 

第４条 非常役員等に対する報酬等の額は、次の号による報酬等の区分に応じて定めるものとする。 

(1) 報酬については、別表３に定める額 

(2) 非常勤役員等が職務のために出張したときは、旅費規程に基づき支払う。 

 

（当法人職員給与との併給） 

第５条 当法人の職員を兼ね、職員給与を支給している者の役員等報酬は支給しない。 

 

（報酬等の支給方法） 

第６条 常勤役員等に対する報酬等の支給時期は、次の号による報酬等の区分に応じて定める時期とす

る。 

(1) 報酬については、毎月２５日とする。ただし、その日が休日に当たるときは、職員給与第 条に

準じた日とする。月単位で支給する。 

(2) 賞与については、毎年７月及び１２月とする。 

(3) 退職手当については、任期の満了、辞任又は死亡により退職した後 1ヵ月以内に支給する。 

 ２ 非常勤役員等に対する報酬は、別表３に基づき、就任後一括又は分割し、支給する。 

 ３ 報酬等は、法令の定めるところにより控除すべき金額及び本人から申し出があったときには、立

替金、積立金等を控除して支給する。 

http://d.hatena.ne.jp/keyword/%BC%D2%B2%F1%CA%A1%BB%E3%CB%A1%BF%CD


 
 

（公表） 

第７条 当法人は、この規程をもって、社会福祉法第五十九条の二第一項二号に定める報酬等の支給基

準として公表する。 

 

（改廃） 

第８条 この規程の改廃は、評議員会の承認を受けて行う。 

 

（補足） 

第９条 この規定の実施に関して必要な事項は、理事長が理事会の議決を経て、別に定めることとする。 

 

 

附則 この規程は、２０１７年４月１日より施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
別表１（常勤役員等の報酬） 

役職名 報酬の額 

理事長 月額  250,000円 

専務理事 月額  500,000円 

 

別表２（常勤役員等の賞与） 

役職名 報酬の額 

専務理事 職員支給に準じた額 

 

別表３（非常勤役員等の報酬） 

(1)評議員 

 年額 

評議員会への出席等   ２５，０００円 

 

(2)理事 

 年額 

理事会への出席、法人及び施設業務のための出勤   ７５，０００円 

 

(3)監事 

 年額 

監事監査等への出席、法人及び施設業務のための出勤   ７５，０００円 
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社会福祉法人とやま虹の会定款 

 

第一章 総 則 

（目的） 

第一条 この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、多様な福祉サービスがその利用者の意向 

を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつ

つ、自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援することを目的として、次の社

会福祉事業を行う。 

（１）第一種社会福祉事業 

（イ）特別養護老人ホームの経営 

（２）第二種社会福祉事業 

（イ）介護老人保健施設の経営 

（ロ）老人介護支援センターの経営 

（ハ）老人訪問介護事業の経営 

（ニ）老人デイサービス事業の経営 

（ホ）老人短期入所生活介護事業の経営 

（ヘ）障害福祉サービス事業の経営 

 

（名称） 

第二条 この法人は、社会福祉法人とやま虹の会という。 

 

（経営の原則等） 

第三条 この法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的かつ適

正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サービスの質の

向上並びに事業経営の透明性の確保を図り、もって地域福祉の推進に努めるものとする。 

２ この法人は、地域社会に貢献する取組として、地域の独居高齢者等を支援するため、無料又は

低額な料金で福祉サービスを積極的に提供するものとする。 

 

（事務所の所在地） 

第四条 この法人の事務所を富山県富山市水橋新堀 1番地に置く。 

 

第二章 評議員 

（評議員の定数） 

第五条 この法人に評議員八名以上一○名以内を置く。 

 

（評議員の選任及び解任） 

第六条 この法人に評議員選任・解任委員会を置き、評議員の選任及び解任は、評議員選任・解任
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委員会において行う。 

２ 評議員選任・解任委員会は、監事一名、事務局員一名、外部委員二名の合計四名で構成する。 

３ 選任候補者の推薦及び解任の提案は、理事会が行う。評議員選任・解任委員会の運営について

の細則は、理事会において定める。 

４ 選任候補者の推薦及び解任の提案を行う場合には、当該者が評議員として適任及び不適任と判

断した理由を委員に説明しなければならない。 

５ 評議員選任・解任委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただし、 

外部委員の一名以上が出席し、かつ、外部委員の一名以上が賛成することを要する。 

 

（評議員の資格） 

第七条 社会福祉法第四十条第四項及び第五項を遵守するとともに、この法人の評議員のうちに

は、評議員のいずれか一人及びその親族その他特殊の関係がある者（租税特別措置法施行令第

二十五条の十七第六項第一号に規定するものをいう。以下同じ。）の合計数が評議員現在数の

三分の一を超えて含まれることになってはならない。 

 

（評議員の任期） 

第八条 評議員の任期は、選任後四年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議

員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議員の

任期の満了する時までとすることができる。 

３ 評議員は、第五条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した後

も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 

 

（評議員の報酬等） 

第九条 評議員に対して、各年度の総額が１,２００万円を超えない範囲で、評議員会において別に

定める報酬等の支給基準に従って算定した額を、報酬として支給することができる。 

 

第三章 評議員会 

（構成） 

第一○条 評議員会は、全ての評議員をもって構成する。 

 

（権限） 

第一一条 評議員会は、次の事項について決議する。 

(1) 理事及び監事の選任又は解任 

(2) 理事及び監事の報酬等の額 

(3) 理事及び監事並びに評議員に対する報酬等の支給の基準 

(4) 予算及び事業計画の承認 

(5) 計算書類（貸借対照表及び収支計算書）及び財産目録の承認 

(6) 予算外の新たな義務の負担及び権利の放棄 
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(7)   定款の変更 

(8)   残余財産の処分 

(9)   基本財産の処分 

(10) 社会福祉充実計画の承認 

(11)  公益事業に関する重要な事項 

(12)  解散 

(13)  その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

 

（開催） 

第一二条 評議員会は、定時評議員会として毎年度六月に 1 回開催するほか、必要がある場合に

開催する。 

 

（招集） 

第一三条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事長が招集

する。 

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議員会の招

集を請求することができる。 

 

（議長） 

第一四条 評議員会に議長を置く。 

２ 議長は、その都度、評議員の互選とする。 

 

（決議） 

第一五条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の過半数

が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議

員の三分の二以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

(1) 監事の解任 

(2) 定款の変更 

(3) その他法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第 1 項の決議を行わな

ければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第一七条に定める定数を上回る場合には、過

半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することと

する。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、評議員(当該事項について議決に加わることができる

ものに限る。)の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、評議員会の決

議があったものとみなす。 

 

（議事録） 
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第一六条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 議長及び会議に出席した評議員のうちから選出された議事録署名人二名がこれに署名する。 

 

第四章 役員及び職員 

（役員の定数）  

第一七条 この法人には、次の役員を置く。 

（１）理事 六名以上八名以内 

（２）監事 三名以内 

２ 理事のうち一名を理事長とする。 

３ 理事長以外の理事のうち、一名を専務理事とする。 

４ 前項の専務理事をもって、同法第四十五条の十六第二項第二号の業務執行理事とする。 

 

（役員の選任） 

第一八条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長及び専務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

 

（役員の資格） 

第一九条 社会福祉法第四十四条第六項を遵守するとともに、この法人の理事のうちには、理事

のいずれか一人及びその親族その他特殊の関係がある者の合計数が、理事現在数の三分の一を

超えて含まれることになってはならない。 

２ 社会福祉法第四十四条第七項を遵守するとともに、この法人の監事には、この法人の理事(そ

の親族その他特殊の関係があるものを含む)及び評議員(その親族その他特殊の関係があるもの

を含む)並びに、この法人の職員が含まれてはならない。また、各監事は、相互に親族その他特

殊の関係がある者であってはならない。 

 

（理事の職務及び権限） 

第二○条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。  

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務を執行

し、専務理事は、理事会において別に定めるところにより、この法人の業務を分担執行する。 

３ 理事長及び専務理事は、三箇月に 1 回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなけ

ればならない。 

 

（監事の職務及び権限） 

第二一条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び職員に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び財産の状況

の調査をすることができる。 

 

（役員の任期） 



5  

第二二条  理事又は監事の任期は、選任後二年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する 

定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとすることが

できる。 

３ 理事又は監事は、第一七条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により

退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を有す

る。 

 

（役員の解任） 

第二三条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任するこ 

とができる。 

(1) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

(2) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

 

（役員の報酬等） 

第二四条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議員会 におい

て別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として支給することができる。 

 

（責任の免除） 

第二五条 理事又は監事が責任を怠ったことによって生じた損害について、社会福祉法人に対し

賠償する責任は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がなく、その原因や職務執行状況な

どの事情を勘案して特に必要と認める場合には、社会福祉法第四十五条の二十第四項において

準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第一一三条第一項の規定により免除する

ことができる額を限度として理事会の決議によって免除することができる。 

 

（職員） 

第二六条 この法人に、職員を置く。 

２ この法人の設置経営する施設の長他の重要な職員（以下「施設長等」という。）は、理事会に 

おいて、選任及び解任する。 

３ 施設長等以外の職員は、理事長が任免する。 

 

第五章 運営協議会 

（運営協議会の設置） 

第二七条 この法人に、運営協議会を置く。 

 

（運営協議会の委員の定数） 

第二八条 運営協議会の委員は、一五名以内とする。 

 

（運営協議会の委員の選任） 
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第二九条 運営協議会の委員は、各号に掲げる者から理事長が選任する。 

(1)  地域の代表者 

(2)  利用者又は利用者の家族の代表者 

(3)  その他理事長が適当と認める者 

 

（運営協議会の委員の定数の変更） 

第三○条 法人が前々第二八条に定める定数を変更しようするときは、運営協議会の意見を聴か

なければならない。 

 

（意見の聴取） 

第三一条 理事長は、必要に応じて、運営協議会から、地域や利用者の意見を聴取するものとす

る。 

 

（その他） 

第三二条 運営協議会については、この定款に定めのあるもののほか、別に定めるところによる

ものとする。 

 

第六章 理事会 

（構成） 

第三三条 理事会は、全ての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第三四条 理事会は、次の職務を行う。ただし、日常の業務として理事会が定めるものについては 

理事長が専決し、これを理事会に報告する。 

(1) この法人の業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 理事長及び専務理事の選定及び解職 

 

（招集） 

第三五条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

 

（決議） 

第三六条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出席 

し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事（当該事項について議決に加わることが出来るものに限

る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき(監事が当該提案につい

て異議を述べたときを除く)は理事会の決議があったものとみなす。 
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（議事録） 

第三七条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する 

２ 当該理事会に出席した理事長及び監事は、前項の議事録に署名する。 

 

第七章 資産及び会計 

（資産の区分） 

第三八条 この法人の資産は、これを分けて基本財産、その他財産及び公益事業用財産の三種とす

る。 

２ 基本財産は、次の各号に掲げる財産をもって構成する。 

（１） 富山県富山市水橋新堀 1番地 介護老人保健施設レインボー敷地 

  8筆 １４，３２９．４６㎡（別紙） 

（２） 富山県富山市水橋新堀 1７番地１ 特別養護老人ホームしらいわ苑敷地 

  ７筆  ６，３７６．９４㎡（別紙） 

（３） 富山県富山市水橋新堀 1番地所在の鉄筋コンクリート三階建  

  介護老人保健施設レインボー 

  1棟（延床面積 ３，７７３．１３㎡） 

（４） 富山県富山市水橋新堀１７番地１ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ・鉄骨ｽﾚｰﾄ葺陸屋根二階建  

  特別養護老人ホームしらいわ苑 

  1棟（延床面積 ５，１７０．５４㎡） 

（５） 富山市水橋中村町 16番の１所在の木造合金メッキ鋼板葺平屋建  

  水橋生活サポートセンターかけはし 1棟（延床面積 ２７８．４０㎡） 

（６） 富山県富山市水橋新堀 13番地１所在の鉄骨造陸屋根二階建 

  特別養護老人ホームしらいわ苑こもれび  

  1棟（延床面積 ２５４１．６８㎡） 

   

３ その他財産は、基本財産及び公益事業用財産以外の財産とする。 

４ 公益事業用財産は第四七条に掲げる公益を目的とする事業の用に供する財産とする。 

５ 基本財産に指定されて寄附された金品は、速やかに第二項に掲げるため、必要な手続をとら

なければならない。 

 

（基本財産の処分） 

第三九条 基本財産を処分し、又は担保に供しようとするときは、理事現在数の三分の二以上の同

意及び評議員会の承認を得 て、富山市長の承認を得なければならない。ただし、次の各号に掲げ

る場合には、富山市長の 承認は必要としない。 

一 独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合 

二 独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の福祉貸付が行う施設
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整備のための資金に対する融資と併せて行う同一の財産を担保とする当該施設整備のための

資金に対する融資をいう。以下同じ。）に関する契約を結んだ民間金融機関に対して基本財

産を担保に供する場合（協調融資に係る担保に限る。） 

 

（資産の管理） 

第四○条 この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。 

２ 資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、又は確実な有価

証券に換えて、保管する。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第四一条 この法人の事業計画書及び収支予算書に ついては、毎会計年度開始の日の前日までに、

理事長が作成し、理事現在数の三分の二以上の同意及び評議員会の承認を受けなければならな

い。これを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該会計年度が終了するまで の間備え置き、一般

の閲覧に供するものとする。 

 

（事業報告及び決算） 

第四二条 この法人の事業報告及び決算については、毎会計年度終了後、理事長が次の書類を作成 

し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

(1) 事業報告 

(2) 事業報告の附属明細書 

(3) 貸借対照表 

(4) 収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書） 

(5) 貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の附属明細書 

(6) 財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第 1 号、第 3 号、第 4 号及び 6号の書類については、定時

評議員会に提出し、第 1 号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類については、承

認を受けなければならない。 

３ 第 1 項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に 5 年間備え置き、一般の閲覧に供するとと

もに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

(1) 監査報告 

(2) 理事及び監事並びに評議員の名簿 

(3) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

（4） 事業の概要等を記載した書類 

 

（会計年度） 

第四三条 この法人の会計年度は、毎年四月一日に始まり、翌年三月三一日をもって終わる。 

 

（会計処理の基準） 
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第四四条 この法人の会計に関しては、法令等及びこの定款に定めのあるもののほか、理事会にお

いて定める経理規程により処理する。 

 

（臨機の措置） 

第四五条 予算をもって定めるもののほか、新たに義務の負担をし、又は権利の放棄をしようとす 

るときは、理事現在数の三分の二以上の同意及び評議員会の承認がなければならない。 

 

（保有する株式に係る議決権の行使） 

第四六条 この法人が保有する株式(出資)について、その株式(出資)に係る議決権を行使する場

合には、あらかじめ理事会において理事現在数の三分の二以上の承認を要する。 

 

第八章  公益を目的とする事業 

（種別） 

第四七条 この法人は、社会福祉法第二十六条の規定により、利用者が、個人の尊厳を保持しつ

つ、自立した生活を地域 社会において営むことができるよう支援することなどを目的として、

次の事業を行う。 

（１）居宅訪問看護事業 

（２）居宅介護支援事業 

 （３）地域包括支援センター事業 

 （４）特定保健指導事業 

２ 前項の事業の運営に関する事項については、理事総数の三分の二以上の同意及び評議員会の

承認を得なければならない。 

 

第九章 解散 

（解散） 

第四八条 この法人は、社会福祉法第四十六条第一項第一号及び第三号から第六号までの解散事由

に より解散する。 

 

（残余財産の帰属） 

第四九条 解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産は、評議員会の決 

議を得て、社会福祉法人並びに社会福祉事業を行う学校法人及び公益財団法人のうちから選出さ

れたものに帰属する。 

 

第一○章 定款の変更 

（定款の変更） 

第五○条 この定款を変更しようとするときは、評議員会の決議を得て、富山市長の認可（社会 福

祉法第四十五条の三十六第二項に規定する厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。）を受

けなければならない。 

２ 前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を富山市長
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に届け出なければならない。 

 

 第一一章 公告の方法その他 

（公告の方法） 

第五一条 この法人の公告は、社会福祉法人とやま虹の会の掲示場に掲示するとともに、官報、新

聞又は電子公告に掲載して行う。 

 

（施行細則） 

第五二条 この定款の施行についての細則は、理事会において定める。 

 

附 則  

この法人の設立当初の役員、評議員は、次のとおりとする。ただし、この法人の成立後遅滞

なく、この定款に基づき、役員の選任を行うものとする。 

理事長 村内 市郎 

理 事 石黒 七次 

 〃 犬島 淳信 

 〃  小西 乃里子 

 〃  中田 芳三 

 〃  廣瀬 義信 

 〃 山崎 乙吉 

 〃 吉野 武 

監 事 石崎 忠信 

 〃  松島 森 

  評議員  板川 龍夫 

   〃   今村 彰宏 

   〃   大野 孝明 

      〃   金木 清次 

   〃     笹木 芳一 

   〃     田中 悌夫 

   〃   新田 兼一 

   〃   蓮沼 泰蔵 

   〃   林 清忠 

   〃   林 寛 

   〃   藤井 昭雄 

   〃   藤木 進 

   〃   藤田 紀伊子 
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   〃   丸山 郁子 

   〃   宮田 昭一 

   〃   安田 進 

   〃   与島 秀則 

附 則 

この定款は、平成４年８月２１日から施行する。 

平成４年８月２１日 

平成６年４月 １日  改定 

平成７年３月１５日  改定 

平成８年７月 １日  改定 

平成９年４月 １日  改定 

平成９年７月１６日  改定 

平成 10年２月２７日 改定 

平成 12年４月１０日 改定 

平成 12年 10月 ６日 改定 

平成 13年４月２４日 改定 

平成 15年７月 ４日 改定 

平成 16年９月２１日 改定 

平成 17年３月２８日 改定 

平成 17年８月１２日 改定 

平成 18年３月２７日 改定 

平成 18年５月３１日 改定 

平成 18年８月 ９日 改定 

平成 20年３月２８日 改定 

平成 21年１月２１日 改定 

平成 22年５月２７日 改定 

平成 22年８月２１日 改定 

平成 26年８月１９日 改定 

平成 27年９月１８日 改定 

附 則 

この定款は、平成２９年４月 1日から施行する。 
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（別 紙） 

 

（１）富山県富山市水橋新堀１番地介護老人保健施設レインボー敷地 

８筆 １４，３２９．46㎡の内訳 

富山県富山市水橋新堀１番１ 宅地 １筆 ７，８６２．53㎡ 

富山県富山市水橋新堀 13番１ 宅地 １筆 ２，１９５．54㎡ 

富山県富山市水橋新堀 14番１ 宅地 １筆 ９９０．41㎡ 

富山県富山市水橋新堀 15番１ 宅地 １筆 ３７３．69㎡ 

富山県富山市水橋新堀 16番１ 宅地 １筆 １，２６１．36㎡ 

富山県富山市水橋金尾新 472番１ 宅地 １筆 ３６２．45㎡ 

富山県富山市水橋金尾新 473番１ 宅地 １筆 ４０６．96㎡ 

富山県富山市水橋金尾新 474番１ 宅地 １筆 ８７６．52㎡ 

              合計 ８筆   １４，３２９．46㎡ 

（２）富山県富山市水橋新堀１７番地１特別養護老人ホームしらいわ苑敷地 

７筆 ６，３７６．94㎡の内訳 

富山県富山市水橋新堀 17番 1 宅地 １筆 ３，４５８．71㎡ 

富山県富山市水橋新堀 23番 1 宅地 １筆 １，９４８．17㎡ 

富山県富山市水橋新堀 501番 5 宅地 １筆 ９３．98㎡ 

富山県富山市水橋新堀 502番 1 宅地 １筆 ２０２．18㎡ 

富山県富山市水橋新堀 503番 2 宅地 １筆 ５４．54㎡ 

富山県富山市水橋新堀 759番 1 宅地 １筆 ５６６．33㎡ 

富山県富山市水橋新堀 761番 2 宅地 １筆 ５３．03㎡ 

 

              合計 ７筆 ６，３７６．94㎡ 

 

（３）富山県富山市水橋新堀１番地所在の鉄筋コンクリート造陸屋根３階建 

介護老人保健施設レインボー１棟 ３，７７３.１3㎡ 

（４）富山県富山市水橋新堀１７番地１所在の鉄筋コンクリート・鉄骨造ｽﾚｰﾄ葺陸屋根２階建 

特別養護老人ホームしらいわ苑 １棟 ５，１７０．54㎡ 

（５）富山県富山市水橋中村町１６番地所在の木造合金メッキ鋼板葺平家建 

水橋生活サポートセンターかけはし 1 棟 ２７８．40㎡ 

（６）富山県富山市水橋新堀１３番地 1所在の鉄骨造陸屋根２階建 

特別養護老人ホームしらいわ苑こもれび１棟 ２５４１．68㎡ 
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